
鳥取県重度障がい児者支援事業実施要綱 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、鳥取県重度障がい児者支援事業補助金交付要綱（平成２６年３月２

７日付第２０１４００２０４１１４号鳥取県福祉保健部長通知。以下「交付要綱」とい

う。）別表に掲げる鳥取県重度障がい児者支援事業について、必要な事項を定めるものと

する。 
 
（定義） 

第２条 この要綱及び交付要綱において、「重度障がい児者」とは、次のいずれかに該当す

るものとする。 
（１）次のいずれも満たす者 
  ア 障害支援区分（障害程度区分）４以上であること 
  イ 二肢以上に麻痺等があること 
  ウ 障害支援区分の認定調査項目のうち、「歩行」、「移乗」、「排尿」、「排便」のいずれ

も「支援が不要」（障害程度区分にあっては「できる」）以外と認定されていること 
  エ 療育手帳Ａを所持していること又はそれと同程度の知的障がいがあること 
（２）指定障害福祉サービス等の費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告

示第５２３号）において、療養介護の対象者とされるもの 
 
（目的） 
第３条 本事業は、重度障がい児者の受入れを行う社会福祉法人等に対して助成を行うこ

とにより、重度障がい児者の活動を支援すること及び保護者の負担、不安を軽減するこ

と並びに重度障がい児者の支援体制の充実を図ることを目的とする。 

 
（支援事業者） 
第４条 本事業において、重度障がい児者を支援する者（以下「支援事業者」という。）

は、障がい者福祉に関する事業を行う社会福祉法人等であって、次のいずれにも該当す

るものとする。 

（１）重度障がい児者の支援に熱意があり、かつ、県の指導監査に係る結果についても良

好で、適切な支援が期待できる者 
（２）次のいずれかに該当する者 

ア 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号。以下「法」という。）第５条第７項に規定する生活介護に係る指定障

害福祉サービス事業者 

イ 法第５条第８項に規定する短期入所に係る指定障害福祉サービス事業者（医療型

短期入所事業者を除く。） 

ウ 児童福祉法第６条の２第４項に規定する放課後等デイサービスを提供する指定障



害児通所支援事業者 

２ 市町村は、前項の審査に当たって必要があると認めるときは、支援事業者に関する情

報を福祉保健部ささえあい福祉局障がい福祉課、福祉保健部ささえあい福祉局子ども発

達支援課、各総合事務所福祉保健局に照会することができる。 

   

（支援対象者） 
第５条 本事業においては、重度障がい児者のうち指定生活介護事業所、指定放課後等デ

イサービス事業所、指定短期入所事業所の利用者（以下「支援対象者」という。）を本

補助金の対象とする。ただし、児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援

に要する費用の額の算定に関する基準別表障害児通所給付費等単位数表（平成 24 年厚生

労働省告示第 122 号）第３の１のロの報酬の適用を受けているもの、障害者支援施設に

入所するものであって、当該障害者支援施設が提供する生活介護事業を利用するもの及

び当該障害者支援施設ではない障害者支援施設の生活介護事業を利用するものを対象か

ら除く。 

 

（事業の内容） 

第６条 交付要綱別表第４欄に掲げる事業の内容は、次の各号に定める事業に応じ、それ

ぞれ当該各号に定めるものとする。 

（１）重度障がい児者日中支援事業 生活介護事業所、放課後等デイサービスを提供

する障害児通所支援事業所において、支援対象者に対して日中支援を行う支援事業

者に対し、助成を行う。 

（２）重度障がい児者短期入所利用支援事業 短期入所事業所において、支援対象者に

対して短期入所サービスを行う支援事業者に対し、助成を行う。 

 

（支援市町村） 

第７条 支援対象者を支援する市町村は、法第１９条に規定する支給決定を行う市町村と

する。 

 

（適否） 

第８条 支援事業者は、本補助金の申請の事前に別紙１を参考にして、市町村へ利用者の

支援対象者としての適否の確認を依頼すること。 

２ 市町村は、前項の依頼により、原則直近の障害支援区分（障害程度区分）に係る調査

結果等を参考に適否を判断の上、確認を行い、別紙２を参考にして、その結果を支援事

業者に通知するものとする。 

 

（補助） 

第９条 市町村は、支援事業者に対し、交付要綱に定める額を補助する。 

２ 県は、市町村が補助した費用について、市町村に対し、交付要綱に定める額を補助す



るものとする。 

 

（実施状況の報告） 

第１０条 知事は支援事業者に対し、必要に応じて事業の実施状況の報告を求めることが

できる。 

 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は福祉保健部長が別に定める。 

 

  附 則 
（施行期日） 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 
 

附 則 
（施行期日） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 
 

附 則 
（施行期日） 

この要綱は、令和元年７月１８日から施行する。 
 



別紙１（第８条関係） 
 
 

年 月 日  
 
 
 ○○○市町村長 様 
 
 

 ○○法人○○会 理事長 ○○ ○○ 印 
 
 
 鳥取県重度障がい児者支援事業に係る支援対象者としての適否の確認について 
（依頼） 

 
 このことについて、鳥取県重度障がい児者支援事業実施要綱第８条の規定に基づき依

頼します。 
 

記 
 

受給者番号 利用者氏名 備考 

   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   



別紙２（第８条関係） 
年 月 日 

 
 
 ○○法人○○会 理事長 ○○ ○○ 様 
 
 

 ○○市町村長 ○○ ○○ 
 
 
 鳥取県重度障がい児者支援事業に係る支援対象者としての適否の確認について 
（通知） 

 
  年 月 日付けで依頼があったこのことについては、下記のとおりです。 
 

記 
 

受給者番号 利用者氏名 適否 備考 

    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

 


